
 

令和 5 年 7 月 7 日 

九州管区行政評価局 

河川の陸閘の管理・運用に関する調査 

＜結果に基づく勧告＞ 

  

 

 

 

 
 

 
 

＜背景＞ 

豪雨等が激甚化・頻発化する中で、河川の陸閘が適切に閉鎖できずに浸水する事案が各地で発生してい

ます。また、東日本大震災では、海岸の陸閘において操作員が多数犠牲となり、国土交通省は海岸の陸閘

について、操作員の安全確保のために必要な措置をガイドラインで明記するなどの措置を講じています。 

今回、河川の陸閘についても、現場の操作員が安全に安心して操作に従事できるよう、管理・運用を適切

に行う上での課題等を明らかにするため、河川の陸閘 110 基の状況を調査しました。 

＜調査結果＞ 

○ 運用ルールにおいて操作員の安全を確保するために必要な規定が明確でないケースが多数 

○ 地域での利用状況を踏まえた陸閘の廃止等の検討が行われていない事例 

などがみられました。 

＜勧告＞ 

このため、操作を安全にできない場合には閉鎖が未完了でも避難を優先することなどを運用ルールで明

確化することや、第三者への損害について、操作員に重大な過失がない限り、河川管理者が責任を負うこと

を基本として、運用ルールで明確化すること、陸閘の利用状況等を踏まえ廃止等を検討することなどが、河

川管理者により推進されるよう、国土交通省に求めました（総務大臣から国土交通大臣に勧告）。 

  
・ 概要 

 ・ 結果報告書 

※ 九州管区行政評価局は、令和 4年 1月から 3月までの間、九州内での調査を担当しました。調査結

果の詳細を記載した調査結果報告書については、総務省行政評価局ホームページ

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/hyouka_kansi_n/index.html）に掲載しています。 

（連絡先） 

総務省九州管区行政評価局 評価監視部 

担 当：第 2 評価監視官  崎内  淳志 

電 話：0 9 2 - 4 3 1 - 7 0 9 2 （ 直 通 ） 

 



「河川の陸閘の管理・運用に関する調査」の結果に基づく勧告（概要） 総務省

勧告日：令和5年7月7日 勧告先：国土交通省

陸閘の例 （河川敷への出入口）

りっこう
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調査の背景

◇ 豪雨災害等が激甚化・頻発化する中で、河川の陸閘※が適切に閉鎖でき
ずに浸水被害が生ずる事案が発生
※ 洪水時に閉鎖して堤防となる河川管理施設。平時は地域住民の通行のための出入口として利用。地域住民が

閉鎖等の操作を担っているものもあり

◇ 東日本大震災では海岸の陸閘において操作員が多数犠牲となったため、
国土交通省は操作員の安全確保のために必要な措置をガイドラインで明記

◇ 今回、河川の陸閘についても、操作員が安全に安心して操作するための

課題を明らかにするため、調査を実施

・　 　
・

・　 　　　　　　　　　　　　　　

調査結果の主なポイント

 運用ルールにおいて、操作員の安全を確保するために

必要な規定が明確でないケースが多数

・ 災害時の操作において、安全に対応できない場合には退避を優先するなど、

操作員の安全が最優先であることを規定していないものが約４０％

・ 陸閘が閉鎖できず、氾濫により生じた背後地等の第三者への損害について、

原則、河川管理者が責任を負うことを規定しているものが約１５％

 地域での利用状況を踏まえた陸閘の廃止等の検討が

行われていない事例あり

・ 河川管理者等の約４割が操作員の高齢化による担い手不足が課題と認識

・ このような中、利用が低調で地域住民が廃止を望んでいても、河川管理者

が検討を行っていない事例あり

主な勧告事項

○ 国土交通省は、河川管理者による
以下の取組を推進すること

・ 操作を安全にできない場合には、

閉鎖が未完了でも避難を優先する
ことなどを運用ルールで明確化
また、第三者への損害について、

操作員に重大な過失がない限り、
河川管理者が責任を負うことを基本
として、運用ルールで明確化

・ 陸閘の利用状況等を踏まえ、廃止
等を検討

・
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１１０基

地域住民等

Ⅰ 調査対象の概況
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調査対象とした陸閘

○ 一級河川、二級河川にある陸閘は全国で約２,５００基

そのうち、１１０基を選定

① 災害時に被害が生じるおそれがある「洪水浸水想定区域等」

にあるもの

② 操作が地域住民等に委託されているもの

調査対象陸閘の内訳 （河川管理者別、設置目的別

※ 複数の対策を兼ねている陸閘があるため、調査対象とした陸閘の数と
設置目的別の陸閘の合計数は一致しない。

管理・運用の関係者

河川管理者

国（地方整備局）、都道府県

委託 委託先

市町村等

委託 再委託先 （操作員）

自治会、消防団、水防団、事業者等

運用ルールを
作成して
委託先へ共有
しよう

地域の事情に
詳しい住民に
管理を頼もう

分かりま
した！

河川管理者 委託先 再委託先

河川管理者
陸閘の設置目的

治水対策 津波対策 高潮対策

国 ３０ １４ １５ １６

都道府県 ８０ ５０ １４ ３４

合計 １１０ ６４ ２９ ５０

）

調査対象陸閘の操作員の状況

・ ・ ・

・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・



Ⅱ 操作員の安全確保
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○ 災害の激甚化・頻発化に伴い、操作員が身の安全を確保できる時間内に確実な避難を行うことができないおそれ
身の安全を最優先に行動するよう、あらかじめ明確にしておくことが重要

○ 河川管理者が、操作員の安全への配慮を運用ルールで明確にしていないケースが多数

○ 災害時の操作において、安全に対応できない場合には退避を

優先するなど、操作員の安全が最優先であることを規定していない

ものが約４０％

14基（15.2%） 78基（84.8%）

※ 操作委託を書面により締結している陸閘92基について調査したもの

操作員の安全に配慮したルール

○ 特に、河口にある津波・高潮対策の陸閘については、津波・高潮

到達の時間的切迫度が高く、身の安全を確保するための退避に

関するタイムラインを強く意識した取組が求められる

操作員の安全に配慮したルールを規定しているか

背後地への損害が発生した場合の責任

64基（58.2%） 46基（41.8%）

規定あり 規定なし

■規定あり ■規定なし

○ 陸閘からの氾濫により背後地の資産に損害が発生した場合、そ

の責任は、本来、河川管理者が負うべきもの

このことが明確でないと、操作員が、責任を負うことを恐れる

余り、過度に危険な状況であっても操作に従事するような事態が

生じかねない

○ 陸閘が閉鎖できず、氾濫により生じた背後地への損害に

ついて、原則、河川管理者が負うことを規定しているものが約１５％

操作員に重大な過失がなければ河川管理者が責任を負うことを

基本とすることの明確化が求められる

損害に対する責任の所在を規定しているか



Ⅲ 操作員の高齢化等の課題
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操作員の高齢化

○ 陸閘の多くは自治会、消防団、水防団等の地域住民が操作を担っており、それぞれの団体の高齢化が課題
○ 操作を委託する河川管理者等においても、約４割が操作員の高齢化による担い手不足を課題と認識

当水防団の平均年齢は
６５．１歳
定員割れが生じており、
陸閘の操作に対応できる
団員は少なくなっている

当自治会の操作員は
４名全員が７５歳以上

再委託先から、高齢化
を理由として、契約更新
に毎年難色を示されて
いる

＜人口減少等による担い手確保の課題＞

＜操作員の安全確保の取組が不十分な課題＞

利用状況を踏まえた
陸閘の統廃合、常時閉鎖に
取り組むべきではないか

利用状況を踏まえた統廃合、常時閉鎖の検討

○ 調査対象１１０基のうち１７基について、河川管理者、委託先等

のいずれかが利用頻度が少ないと認識

○ 陸閘の利用状況や地域の経済活動状況を毎年度調査し、利用者と

協議した上で、運用方式の見直しや統廃合を行っている河川管理者

がみられる

○ 一方、再委託先である自治会は陸閘の廃止等を望んでいるものの、

河川管理者が廃止等に向けた具体的な検討を行っていない事例も

ある（同様のケースが５基）

河川管理者

過去の聞き取り調査では、
畑への通り道になっていた
地元利用者から同意が得られる
場合は廃止等も可能だが、委託先
からの要望もなく、具体的な検討は
行っていない

しかし、地域の意見は・・・

もう利用されていない
相当前に常時閉鎖としているが、
支障も生じていない
操作員を確保するのも厳しいので、
廃止等を検討してもらえると
有り難い

・ ・

・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・



【トピック】 道路横断陸閘と津波・高潮対策陸閘
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道路横断陸閘

車両通行のある道路を横切るように扉体の

導線があり、閉鎖により道路を塞ぐ陸閘

道路横断陸閘とは？

閉鎖するとここが塞がる

交通規制等の運用ルール

○ 災害時の閉鎖に伴い、住民の避難誘導や車両の交通規制等の措置が必要

河川や道路、交通の管理者等が連携して対応手順をあらかじめ明確にしておく

ことが重要

○ 調査対象の道路横断陸閘２７基のうち、こうした対応を講じているのは約４割

にとどまる

関係機関による合同訓練

○ 閉鎖時に道路の通行止めを伴うため、操作に時間を要する

調査対象の陸閘の中には、毎年１回、地方整備局、地方公共団体、警察、

水防団等の２８機関、約５００人が参加する合同訓練を実施し、一連の流れを

実際に行うことで連携や作業手順を確認している事例がみられた

○ 一方で、訓練に操作員が参加していない事例や、訓練が緊急時に

おける交通規制等の手順や資材運搬に要する時間等を確認できる

ものとなっておらず、操作員が不安を抱えている事例もある

津波・高潮対策陸閘

～ ～

～ ～

～

・ ・

・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・

タイムラインを意識した取組～

～

○ 操作の準備から退避までの手順・所要時間をあらかじめ

設定しておくことが求められる

○ 調査対象の津波・高潮対策陸閘のうち、準備時間、操作時

間、退避時間等について規定した具体的なルールを定めて

いるものは約２割にとどまる

タイムライン検証のための実践的訓練～

○ 地震発生後２２０分以内で陸閘の開閉から操作員の

避難、報告までを完了できるような体制を整えることを目的

として実施されている事例がみられた

訓練の結果、時間内に作業が完了できなかった場合には、

作業の実施体制を見直すこととされている



【参考】 全国における水害（河川）の発生状況

平成２０年７月２８日豪雨災害
（石川県金沢市）

平成２９年台風第５号
（滋賀県長浜市）

平成３０年７月豪雨
（岡山県）

< 水害は身近な災害 >

１０年間に一度も水害が
発生していない市町村は僅か３％

◆ 陸閘が閉鎖できず、浸水被害が
発生した事案も

◆ 東日本大震災では、海岸保全施設
としての水門・陸閘等において
操作員が多数犠牲となった

・ ・

・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（注） 政府広報オンライン「河川の氾濫や高潮など、水害からあなたの地域を守る、「水防」」

（https://www.gov-online.go.jp/useful/article/201507/1.html）を使用し、当省が作成。なお、水害の
発生回数は、平成２３年～令和２年までのもの

・

014145
スタンプ



・

「河川の陸閘の管理・運用に関する調査」の結果について（九州管区行政評価局） 総務省
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勧告日：令和5年7月7日 勧告先：国土交通省

全国的には、運用ルールにおける操作員の安全確保の明確化や操作員の高齢化による担い手不足を背景とした利用状況を踏まえた廃止等の検

討が主な課題となっているが、九州では陸閘の点検に課題が見受けられる事例あり

九州管内の事例

～スムーズに閉鎖できず、点検時の作動状況確認の結果が不明な例～

●当局の現地調査で、陸閘がスムーズに閉鎖できないことが判明

●平成30年度から令和2年度までの点検結果を確認したところ、点検は年1回行

われていたものの、作動状況の確認結果が分かる資料は保存されておらず

※法令により、点検は、年1回以上、陸閘の可動部の作動状況の確認等が義務付け

▲ゲート下部が地面に接触し
ており、スムーズに動かない。

国土交通省への勧告事項

国土交通省は、河川管理者による
以下の取組を推進すること

・法令遵守や点検の実効性を確保できるよう、年1回

以上、可動部の作動状況の確認等を伴う点検を実施

し、異常の有無を把握するとともに、点検の実施結果

を取りまとめて必要な改善を図ること

・点検を委託している場合は、委託先から実施結果

の報告を求めること

九州管内の特徴的な陸閘

・ 写真（左）は縦0.8m、横3mの陸閘。常時開放しており、河川敷は、地

域住民や近隣学校の生徒が憩いの場として活用。年1回以上、河

川管理者が点検しているほか、委託先も自主点検を実施

・ 写真（右）は縦1.14m、横5.49mの陸閘。高さ1mほどの壁で囲まれた

地区とその外側にある民家や商店街地区とを結ぶ通路に設置され

た陸閘。河川管理者が年1回、開閉確認を含め定期点検を実施

りっこう

〇




